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定款の一部変更に関するお知らせ 
 

当社は、本⽇開催の取締役会において、「定款⼀部変更の件」を 2022 年 6 ⽉開催予定の当社第 44 回定時
株主総会に付議することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 

記 
１．定款変更の⽬的 

（1） 当社事業の現状に即して事業内容をより明確化するとともに、今後の事業展開に備えるため、第
２条（⽬的）の変更を⾏うものです。 

（2） 社会のデジタル化の進展等を踏まえ、遠隔地の株主様を含む多くの株主様が出席しやすくなるこ
とで、株主総会の活性化・効率化・円滑化を図るとともに、感染症や⾃然災害等の⼤規模災害対策
として、将来的に「産業競争⼒強化法等の⼀部を改正する等の法律（令和３年法律第 70 号）」に基
づき、場所の定めのない株主総会（いわゆるバーチャルオンリー株主総会）を開催することができ
るよう、所定の変更を⾏うものです。 

（3） 「会社法の⼀部を改正する法律」（令和元年法律第 70 号）附則第 1 条ただし書きに規定する改正
規定が 2022 年 9 ⽉ 1 ⽇に施⾏され、株主総会参考書類等の電⼦提供措置が認められたことに伴い、
株主総会参考書類等の内容である情報について、電⼦提供措置をとる旨を定めるとともに、書⾯交
付請求をした株主に交付する書⾯に記載する事項の範囲を限定するための規定を設けるものです。
また、株主総会参考書類等のインターネット開⽰とみなし提供の規定（変更前定款第 1８条）は不
要となるため、これを削除するものです。 

 
２．定款変更の内容 

変更内容は次のとおりです。  
（下線部が変更箇所） 

変更前定款 変更案 
第 1 条 （条⽂省略） 
 
第 2 条 （⽬的） 
当会社は、次の事業を営むことを⽬的とする。 

１．⽣活情報誌の出版・頒布及び各種情報の提
供 

２．フランチャイズシステムによる⽣活情報誌
の出版・頒布及び各種情報の提供 

３．前号に伴う加盟店への経営指導、情報処理、
情報提供に関する業務及び加盟店募集 

４．商標権、著作権、著作隣接権、意匠権、肖
像権、出版権、特許権、実⽤新案権その他
の知的財産権の取得・利⽤・開発及び管理、

第 1 条 （条⽂省略） 
 
第 2 条 （⽬的） 
当会社は、次の事業を営むことを⽬的とする。 

（１．〜９．現⾏どおり） 
 
 
 
 
 
 
 
 



使⽤許諾及び販売に関する業務 
５．広告代理店業 
６．印刷及び出版に関する業務 
７．⾳楽、演芸、演劇、スポーツ等の興⾏の請

負及び仲介、斡旋業務 
８．損害保険代理業 
９．労働者派遣事業 
10．ニューメディアに関するコンピューターソ

フトの開発及び販売 
11．通信販売業 
12．放送法による委託放送事業及び受託放送事

業 
13．テレビ、インターネット、ファクシミリ、

電話等による通信販売  
14．新聞、雑誌、ダイレクトメール、折込みチ

ラシ等による通信販売 
15．電話による商品紹介、アンケート調査及び

電話注⽂の受付代⾏ 
16．通信販売商品の卸売 
17．配送業務 

（新 設） 
（新 設） 

 
18．前各号に附帯関連する⼀切の業務 

 

 
 
 
 
 
 
 

10．コンピューターソフトの開発及び販売 
（11．〜12．現⾏どおり） 
 

 
 

（削 除） 
  

（削 除） 
  
13．電話・インターネットによる商品紹介、ア

ンケート調査及び注⽂の受付代⾏ 
14．通信販売商品の卸売 
15．配送業務 
16．古物営業法に基づく古物商 
17．地⽅⾃治法に基づく指定管理者制度による

公共施設の運営受託に関する業務 
18．前各号に附帯関連する⼀切の業務 

 
第 3 条〜第 11 条 （条⽂省略） 
 
第 12 条（株主総会の招集） 

当会社の定時株主総会は、毎年６⽉にこれを招
集し、臨時株主総会は必要に応じ随時これを招
集する。 
（新 設） 

第 3 条〜第 11 条 （条⽂省略） 
 
第 12 条（株主総会の招集） 
        （現⾏どおり） 
 
 
２ 当会社は、株主総会を場所の定めのない株主総

会とすることができる。 
 

第 13 条〜第 17 条 （条⽂省略） 
 
第 18 条 （株主総会参考書類等のインターネット
開⽰とみなし提供） 
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書
類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に記載⼜
は表⽰をすべき事項に係る情報を、法務省令に定め
るところに従いインターネットを利⽤する⽅法で
開⽰することにより、株主に対して提供したものと
みなすことができる。 
 
（新 設） 
 
 

第 13 条〜第 17 条 （現⾏どおり） 
 
（削 除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 18 条 （株主総会資料の電⼦提供） 
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書
類等の内容である情報について、電⼦提供措置をと
るものとする。 
当会社は、電⼦提供措置をとる事項のうち法務省令
で定めるものの全部または⼀部について、議決権の
基準⽇までに書⾯交付請求した株主に対して交付
する書⾯に記載しないことができる。 
 



第 19 条〜第 44 条 （条⽂省略） 
 

第 19 条〜第 44 条 （現⾏どおり） 
 

（新 設） （附則） 
１ 変更前定款第 18 条（株主総会参考書類等のイ

ンターネット開⽰とみなし提供）の削除および
変更後定款第 18 条（株主総会資料の電⼦提供）
の新設は、2022 年９⽉１⽇から効⼒を⽣ずるも
のとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、2023 年２⽉末⽇ま
での⽇を株主総会の⽇とする株主総会について
は、変更前定款第 18 条（株主総会参考書類等の
インターネット開⽰とみなし提供）はなお効⼒
を有する。 

３ 本附則は、2023 年３⽉１⽇、または前項の株主
総会の⽇から３か⽉を経過した⽇、のいずれか
遅い⽇後にこれを削除する。 

 
 

３．日程 

株主総会開催日 2022 年６月 24 日（予定） 

定款変更の効力発生日 2022 年６月 24 日（予定） 

以上 


